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一般的な事業者 悪質事業者
配慮を要する消費者

一般的な消費者

消費者政策の基本的方向

これまでの消費者政策の主なターゲット

→ より柔軟で多様な政策手法
→ 関係省庁、事業者、業界団体等、

多様な主体との連携強化

消費者・事業者の協働による
経済社会構造の変革

デジタル化や
緊急時等への対応

情報

〈消費者政策の範囲の広がり〉

〈政策推進のための行政基盤〉

・消費者ホットライン 等
（188） ・消費生活相談員 等 ・地方への財政支援 等 ・法令・自主ルール 等

人材 財政 法令等

※2020(令和2年)年７月に、徳島に「消費者庁新未来創造戦略本部」を発足

・高齢化
・成年年齢の引下げ
・外国人対応
・災害時・感染症拡大時
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直近の消費者行政の課題

緊急時対応
(新型コロナ感染症、
新しい生活様式への対応）

デジタル SDGs

孤独・孤立化する消費者への対応
コロナ関連等悪質商法対策等

（特商法、預託法改正）

消費生活相談のデジタル化
取引デジタル化への対応

（取引DPF法施行、
アフィリエイト等デジタル広告、
食品表示のデジタル活用等）

食品ロス削減等エシカル消費
消費者志向経営
公益通報者保護法改正

地方消費者行政 ✔担い手確保 ✔人材育成等 ✔体制強化
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消費者基本計画の変更（令和３年６月15日閣議決定） 赤字：主な変更箇所

【第１章 消費者基本計画について】

【第２章 消費者政策をめぐる現状と課題】

１．ぜい弱な消費者の増加など消費者の多様化
○高齢化の進行等
○成年年齢の引下げ
○世帯の単身化・地域コミュニティの衰退等
○訪日外国人・在留外国人による消費増加

２．社会情勢の変化
○コロナ禍における「新しい生活様式」の実践
○デジタル化の進展・電子商取引の拡大
○自然災害の激甚化・多発化
○持続可能で多様性と包摂性のある社会への関心の高まり

【第３章 政策の基本方針】

２．今期計画における消費者政策の基本的方向

(1)消費者被害の防止

(2)消費者の自立と事業者の自主的取組の加速

１．消費者政策において目指すべき社会の姿等

(3)協働による豊かな社会の実現

(4)デジタル化・国際化に伴う新しい課題への対応

(5)「新しい生活様式」の実践や災害時への対応

情報
【第4章 政策推進のための行政基盤の整備】

人材 財政 法令等

【第5章 重点的な施策の推進】

１．消費者被害の防止

２．消費者による公正かつ持続可能な社会への
参画等を通じた経済・社会構造の変革促進

３．「新しい生活様式」の実践その他多様な課題への機
動的・集中的な対応

４．消費者教育の推進及び消費者への情報提供の実施

５．消費者行政を推進するための体制整備

等

〈消費者基本計画（変更）の構成〉
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1．デジタル
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出典：経済産業省「令和2年度産業経済研究委託事業（電子商取引に関する市場調査）」

⇒デジタル取引市場は継続的に市場規模が拡大
特に2020年はコロナ禍で物販が大幅に拡大
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デジタル取引市場の大幅な市場規模拡大



オンラインモールなどの「取引デジタルプラットフォーム（取引DPF）」においては、危険商品等の流通や販売業
者が特定できず紛争解決が困難となる等の問題が発生。これに対応し消費者利益の保護を図るための新法を整備
オンラインモールなどの「取引デジタルプラットフォーム（取引DPF）」においては、危険商品等の流通や販売業
者が特定できず紛争解決が困難となる等の問題が発生。これに対応し消費者利益の保護を図るための新法を整備

• 内閣総理大臣は、危険商品等が出品され、かつ、販売業者が特定不能など個別法の執行
が困難な場合、取引DPF提供者に出品削除等を要請

• 消費者が損害賠償請求等を行う場合に必要な範囲で販売業者の情報の開示を請求できる
権利を創設

取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律 概要

• 国の行政機関、取引DPF提供者からなる団体、消費者団体等により構成される官民協議
会を組織し、悪質な販売業者等への対応など各主体が取り組むべき事項等を協議

• 消費者等が内閣総理大臣（消費者庁）に対し消費者被害のおそれを申し出て適当な措置
の実施を求める申出制度を創設

（４）官民協議会（第６条～第９条）・申出制度（第10条）（４）官民協議会（第６条～第９条）・申出制度（第10条）

• 取引DPFを利用して行われる通信販売取引（ＢtoC取引）の適正化及び紛争の解決の促進
に資するため、措置の実施（※）及びその概要等の開示についての努力義務（具体的内容に
ついては指針を策定） ※ 販売業者と消費者との間の円滑な連絡を可能とする措置 等

（３）販売業者に係る情報の開示請求権（第５条）（３）販売業者に係る情報の開示請求権（第５条）

（２）商品等の出品の停止（第４条）（２）商品等の出品の停止（第４条）

（１）取引DPF提供者の努力義務（第３条）（１）取引DPF提供者の努力義務（第３条）

新法の内容
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（令和４年５月頃施行予定）



検索 オンライン
モール

オークション 役務提供 SNS ・・・アプリ

取引デジタルプラットフォーム消費者利益保護法
の対象となりうるデジタルプラットフォームの例
（BtoCの取引に限る）
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多様なデジタルプラットフォーム（概観）



デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引（イメージ）

9

C
消費者

（購入者）

大規模な
デジタルプラットフォーム

デジタルプラットフォーム
取引透明化法

（競争政策の観点）

特定商取引法

デジタルプラットフォーム
（BtoC取引）

B
事業者

（販売業者）

取引デジタルプラットフォーム
を利用する消費者の利益の保護

に関する法律
（消費者保護の観点）



■ 購入した危険製品により火災が発生し、売主との連絡にも問題が生じた事例

・DPFで購入した海外製モバイルバッテリーから発火し、自宅が全焼（実況見分で原因特定）

・DPF上のメッセージフォームで売主とやり取りするも、返信が途絶えがちに

・DPFに対して売主の連絡先の開示を求めるも、DPFは開示を拒否

・商品代金の返金と少額の和解金は支払われるも、損害の大部分は賠償されないままに

第２回デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における
環境整備等に関する検討会 資料４

デジタル・プラットフォームで起きている消費者問題①
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■ 身元不明の偽ブランド品の販売

特定商取引法に基づく表示

販売業者 〇〇ショップ
お問合せ電話番号 +8170xxxxx
住所：〇〇町１－２３－４

〇〇市
〇〇県
日本

運営責任者名 〇〇 〇〇
店舗名 〇〇 〇〇

イメージ

表示がでたらめ
例：居住実態のない住所、
使用されていない電話番号
関係のない人の住所、電話番号

模倣品

（出典）令和２年４月７日 消費者庁報道発表資料

・オンラインショッピングモールＡで模倣品を販売する多くの事業者がいたが、特定商取引法上の表示
が虚偽。

・消費者庁が様々な手段を使って調査を行っても、法令に違反している販売業者の身元を追跡できな
かった（公示送達で行政処分）。

デジタル・プラットフォームで起きている消費者問題②
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■ フリーマーケットサイトにおける健康食品の偽物の販売

デジタル・プラットフォームで起きている消費者問題③

（出典）令和３年７月２１日 消費者庁報道発表資料

正規品 偽物

・フリーマーケットサイトＡで模倣品を販売する複数の出品者がいた。偽物は、商品パッケージ・内容
物ともに正規品にかなり似せて造られており、単体でみた場合には不自然な点に気付きにくく、正規
品と見比べる又は正規品との違いを把握していないと、偽物と気付くことは困難であった。

・製造業者、フリーマーケットサイト、消費者庁それぞれから注意喚起。
12



デジタルプラットフォームの提供する場での取引の特性
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リアル（従来） デジタルプラットフォーム

消費者 消費者

事業者

事業者

事業者

事業者

事業者

事業者

事業者

事業者

事業者

事業者
事業者

事業者

事業者

事業者

事業者

事業者

事業者



アフィリエイト広告の仕組み
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アフィリエイト広告等に関する検討会 工程表（案）

第２回～第４回 事業者団体等へのヒアリング
第２回（７月１６日実施）、第３回（８月３０日実施）、第４回（９月下旬目途）※注

第５回・第６回 論点整理・意見交換・取りまとめ
（年内目途）

第１回 検討課題提示・事務局説明 （令和３年６月１０日実施）

※注 第４回のヒアリング対象団体等については現在調整中。
15



アプリケーションを活用した食品表示実証調査
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消費生活相談デジタル化（PIO-NET刷新）について

【役割】

②消費者への迅速な注意喚起

全国の消費生活センター等に寄せられた消費生活相談情報を収集
（相談は主に電話にて受付）

ＰＩＯ－ＮＥＴの概要ＰＩＯ－ＮＥＴの概要 現状現状

検討の方向性検討の方向性

③法執行の端緒

④立法政策の根拠（立法事実）

相談情報
入力

国民生活センター
ＰＩＯ－ＮＥＴ

＜約100万件/年＞

①相談現場における執務参考

• テレワークに対応できない

•相談情報の入力に時間がかかる
相談員

• メール、SNSに対応していない

•平日の昼間に電話する時間がない消費者

多様な相談者のニーズに対応
（オンライン相談、ＦＡＱの充実など）

相談員の負担軽減、業務の高度化
（音声入力機能、テレワーク対応など）

AIなどによる相談データの分析強化・有効活用消費者ホットライン１８８

※PIO-NET：全国消費生活情報ネットワークシステム
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各種データの
一元管理、
データの活用

人による助言、あっせん等
による支援

（消費生活センター、国民生活センター等）

DX後のサービス全体俯瞰図

パソコン・スマホを
活用している消費者

パソコン・スマホが
苦手な消費者
（特に、見守りが
必要な高齢者等）

消費者

自己解決を支援する
情報の提供

丁寧かつ積極的な支
援、見守り

消費者トラブルの
自己解決の支援

注意喚起

情報収集

電話相談

AIによる助言

相談員による助言、あっせん
分業、組織的な対応、
組織間の連携

Webサイトでの情報提供

業務支援システム、シフト管理

対象者ごとの適切な
サービスの提供

人でしかできないこと
への集中

データの整備と
有効活用

相談履歴の登録・参照

検索・質問の履歴、
FAQの評価結果

健全な経済社会活動
の下支え

FAQ
整備

FAQ
整備

Web相談
・電話相談
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消費者の脆弱性につけ込む悪質商法に対する抜本的な対策強化、新たな日常における社会経済情勢等の変化への対応のため、
特定商取引法・預託法等の改正による制度改革によって、消費者被害の防止・取引の公正を図る。

※ 預託等取引契約：３か月以上の期間にわたり物品の預託を受けること及
び当該預託に関し財産上の利益の供与を約するもの

※ 例外的に認める場合には、厳格な手続の下、消費者庁が個別に確認

１ 通販の「詐欺的な定期購入商法」対策
〇 定期購入でないと誤認させる表示等に対する直罰化
〇 上記の表示によって申込みをした場合に申込みの取消しを

認める制度の創設
〇 通信販売の契約の解除の妨害に当たる行為の禁止
〇 上記の誤認させる表示や解除の妨害等を適格消費者団体の

差止請求の対象に追加

１ 販売預託の原則禁止
〇 販売を伴う預託等取引を原則禁止とし、罰則を規定
〇 原則禁止の対象となる契約を民事的に無効とする制度の創設

２ 預託法の対象範囲の拡大
〇 現行の預託法の対象の限定列挙の廃止→全ての物品等を対象に

消費者悪質事業者

商品

第三者
（レンタルユー

ザー）
※レンタルの実績や運用による利益はない。
※預かったとされる物品がほとんどない。

③物品を預ける

②代金の支払

④レンタル

⑤レンタル料の支払

①物品を販売

⑥配当金と称する
お金の支払 ？？

＜販売預託のスキーム＞

特定商取引法の主な改正内容 預託法の主な改正内容

消費者被害の防止及びその回復の促進を図るための特定商取引に関する法律等の一部を改正する法律の概要

被害回復裁判に資するために、特定適格消費者団体に対し、特定商取引法及び預託法の行政処分に関して作成した書類の提供を可能に

３ 消費者利益の擁護増進のための規定の整備
〇 行政処分の強化等

消費者裁判手続特例法の改正内容

悪質事業者 消費者

一方的に商品を送り付け

（注文していない場合）

２ 送り付け商法対策
〇 売買契約に基づかないで送付された商品について、送付した

事業者が返還請求できない規定の整備等（現行では消費者が
14日間保管後処分等が可能→改正後は直ちに処分等が可能に）

３ 消費者利益の擁護増進のための規定の整備
〇 消費者からのクーリング・オフの通知について、電磁的方法

（電子メールの送付等）で行うことを可能に（預託法も同様）
〇 事業者が交付しなければならない契約書面等について、

消費者の承諾を得て、電磁的方法（電子メールの送付等）で
行うことを可能に（預託法も同様）

〇 外国執行当局に対する情報提供制度の創設（預託法も同様）
〇 行政処分の強化等
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詐欺的な定期購入商法について
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詐欺的な定期購入商法について
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特定商取引法等の契約書面等の電子化に関する検討会

検討会
第１回会合

令和３年７月30日

〇ワーキング
チームの設置

〇ヒアリング
の進め方

令和３年８月～

ワーキングチーム会合

〇承諾の実質化等について、
月１回程度の頻度で、計５～６回
程度を目途にヒアリングを実施

ヒアリング内容の取りまとめ

検討会
第２回会合
第３回会合

〇ワーキング
チーム報告

〇検討会
取りまとめ

令和４年春頃

※ヒアリングや議論の状況により変更の可能性がある。

検討会後

令和４年春～
・政省令策定
・意見公募手続

令和４年夏～
・政省令

成案公表
・周知・広報
・事業者による

施行準備

令和５年春～夏
法律施行

（書面部分）

座長：河上正二氏（東京大学名誉教授、青山学院大学客員教授）
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国会答弁等における消費者庁からの説明概要
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３．ＳＤＧｓ
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ＳＤＧｓの実現

出典：国際連合広報局我々の世界を変革する：持続可能な開発のための2030アジェンダ 25



日本のＧＤＰの内訳（2020年）
（合計：538.7兆円）

2020年の消費者の被害・トラブル額 ⇒ 年間約3.8兆円（推計）

※ ＧＤＰ合計約539兆円に対し約0.7％に相当

家計消費

280.3兆円
民間設備
投資

86.2兆円
（16.0%）

公共投資

30.3兆円（5.6%）

民間住宅投資

20.1兆円（3.7%）

その他

121.8兆円
（22.6%）

日本経済の過半が家計消費

(52.0％)
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消費者志向経営とエシカル消費

事業者が、消費者目線で、

○みんなの声を聴き、かつ いかすこと

○未来・次世代のために取り組むこと

○法令を遵守/コーポレートガバナンス
の強化をすること

・食品ロスの削減

・サステナブルファッションの推進

・被災地の復興支援 等

消費者志向経営 エシカル消費

SDGsの実現
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○みんなの声を聴き、かつ
いかすこと

○未来・次世代のために
取り組むこと

○法令の遵守／コーポレート
ガバナンスの強化をすること

28

消費者志向経営の３つの活動



NPO・
NGO

株主・
投資
家

事業
者

顧客

従業
員
（社
員）

取引先・
エンド
ユーザー

地球

地域社会
・住民

行政・
自治
体

29

事業者とステークホルダー



消費者志向経営優良事例表彰

【内閣府特命担当大臣表彰 １件】

○平成30年度

花王㈱

【消費者庁長官表彰 ３件】

損保ジャパン日本興亜㈱

㈱ニチレイフーズ

明治安田生命保険相互会社

○令和元年度
【内閣府特命担当大臣表彰 １件】

㈱広沢自動車学校

【消費者庁長官表彰 ３件】

サントリー
ホールディングス㈱

日本生命保険相互会社

花王㈱

○令和２年度
【内閣府特命担当大臣表彰 １件】

ライオン㈱

【消費者庁長官表彰 ６件】

日清食品
ホールディングス㈱

○「消費者志向自主宣言」を行っている事業者数は、210社（令和３年６月末現在）
○平成30年度より優良事例に対して表彰を実施（消費者志向経営優良事例表彰）

日清食品
ホールディングス㈱

味の素㈱

城北信用金庫

アスクル㈱

オイシックス・ラ・大地㈱

不二製油グループ本社㈱
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ビジネスモデル別分類

企業規模別分類 都道府県別分類

企業規模 自主宣言事業者数

大企業 ９６社

中小企業 １１４社

合計 ２１０社

県名 事業者数

東京都 ７８社

愛媛県 ４２社

徳島県 ３６社

＊上位３位までを掲載

業種別分類

ビジネスモデル 自主宣言事業者数

B to C １５３社

B to B for C ５７社

合計 ２１０社

自主宣言事業者の内訳（令和３年６月末現在）

農林, 1
建設業, 6

製造, 59

情報通信

業, 17

卸売業・小

売業, 19

金融業・保

険業, 45

その他サー

ビス業, 63

集計
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3
2

大臣表彰
長官表彰
（総合枠）

新
評
価
軸
と
評
価
基
準 長官表彰

（特別枠）

総合枠

特別枠

審
査
結
果

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

令和３年度も１事業者での応募による総合枠・特別枠を継続。
加えて複数事業者での応募による協働取り組みを評価する「選考委員長表彰」を試行的に新設する。
また複数事業者協働取組枠は、総合枠・特別枠との併願も可能とする。

複数事業者
協働取組枠

「自主宣言」「フォローアップ活動」公表済事業者が1社以上参加
されることを前提に
「自主宣言」公表済「フォローアップ活動」公表予定事業者
「自主宣言」公表予定事業者いずれも応募可能

新
評
価
軸
と
評

価
基
準

審
査
結
果

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

選考
委員長

賞

（新設）複数事業者での応募

（継続）1事業者での応募

自主宣言・フォローアップ活動公表済事業者

・自主宣言公表済・フォローアップ活動公表予定事業者
・自主宣言公表予定事業者

令和３年度消費者志向経営優良事例表彰の枠組み
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〇消費者相談に寄せられる声をデータベースに登録し、
全社で共有した上で、商品改良や表示改善等に活用

〇社員の高齢者への共感力の向上を目的として高齢者
体験ワークショップを実施

消費者の声を商品に活かす仕組み

〇より環境負荷の少ない容器包装を目指し、
詰め替えや付け替え用製品の開発を積極的
に推進

環境負荷ゼロへの取組

〈主な取組〉

消費者の声を活か
す「エコーシステム」

装具を付け買い物に
出かける職員

〇全ての人が購入前の製品情報の取得から
購入・使用・廃棄までストレスを感じ
ないよう、製品等の開発・改善を実施

ユニバーサルデザインへの取組

力の弱い方でも
押しやすくなった
らくらくポンプの
泡ハンドソープ

スマートホルダー
により、詰め替え用
製品が本体そのもの
として使用可能に

〇消費者・顧客の立場に立って、心を込めた“よきモノづくり”を行うための企業理念が社内に浸透し
ており、この理念に基づいて具体的な取組が多岐にわたって展開されている点、更に、ESGへの
率先した取組や持続可能な社会への対応等を高く評価。 【2018年度内閣府特命担当大臣表彰】

【2019年度消費者庁長官表彰】

花王（2018年度大臣表彰・2019年度長官表彰）
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〇全指導員にスマートフォンを支給し、LINE等で顧客とのコミュケーションを取っている

〇卒業後も定期的に交通安全の呼び掛け等を通じて、事故や違反がないかヒアリングし、
その内容を全体会議で共有し、教習内容の質向上を図っている

〇こうした活動の結果、広沢自動車学校を卒業した顧客の卒業後1年以内の普通自動車の
事故率※は、平均値よりも低下している

※ 広沢自動車学校：0.67%、徳島県平均：0.92%

〇卒業後もSNS等を活用したきめ細やかなアフターフォローを行うなど、従来の自動車学校の枠に
捕らわれず、消費者側に踏み込んだ活動をされており、消費者とのコミュニケーションが優れてい
る点を高く評価。 【2019年度内閣府特命担当大臣表彰】

顧客との効果的なコミュケーション

〇地域の安全確保に向け、警察署・学校と連携し、交通事故の疑似体験ができる「VR」を
活用した交通安全教室を開催

〇教育委員会等と連携し、初任者教員を対象とし、
交通安全のための学校教育に関する
インターンシップを開催

地域と連携した交通安全教室等の実施

〈主な取組〉

広沢自動車学校（2019年度大臣表彰）
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〇高齢者や妊婦等の身体的負荷の低減等を実
現する「こすらない」浴室清掃洗剤を開発、
市販し、市場におけるシェアの拡大も図った。

顧客の特性に合わせた商品開発

○事業を通して清潔・健康分野に取り組んでいるところ、顧客のニーズを商品開発に取り入れている。
また、乳幼児から高齢者まで幅広く、長期にわたって健康習慣づくりを働き掛け、その結果を数値で管
理している点を評価。 【2020年度内閣府特命担当大臣表彰】

〇歯磨きを嫌がる子供に歯磨き習慣を楽しく
教えるIOT技術を活用したサービスの提供

顧客の特性に合わせたサービス開発

ライオン（2020年度大臣表彰）

歯ブラシにアタッチメントを
付け専用のアプリ「歯磨き
のおけいこ」を提供

○長年に渡る啓発活動により、歯科医に頼るだけでなく、消費者自ら、適切な歯みがき習慣を
身に付ける行動変容を確認。（※12歳児の虫歯罹患比率、30年間で80％→20％）
○市場規模が20年間で1.5倍に拡大する等の事業拡大に寄与

顧客との長期的なコミュニケーション
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消費者志向経営に関する連絡会の発足について

目的

消費者と事業者が共創・協働して新しい持続可能な経済社会を構築するために、

消費者志向経営をより深く理解してもらう機会
消費者志向自主宣言事業者同士等の情報交換を通して消費者志向経営の輪を
広げる

ことを目的とする。

「消費者志向経営有識者による消費者志向経営の理解を深めるための講演」

「一般の有識者による話題性・時代性のあるテーマの講演」

活動

開催頻度

月１回を目安 （2021年７月～）

内容

有識者による講演会

自主宣言事業者による取組事例 等

第１回連絡会開催内容（2021年７月16日）

講演会テーマ

対象者

消費者志向自主宣言事業者
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「エシカル消費」への展開

だまされない消費者＋自分で考える消費者

今＋未来

自分＋地域・世界

※消費者教育等の充実・強化
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・エコ商品
・リサイクル商品
・食品ロス削減
・ＥＳＧ投資
・エシカルファッション
・クリーンウッド
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エシカル消費に対する消費者の関心の高さエシカル消費への関心

消費者の意識

第1回消費者志向経営に関する連絡会(2021年7月16日)
一橋ビジネススクール国際企業戦略専攻客員教授 名和高司氏 講演資料より抜粋 39



40損害保険ジャパン株式会社「SDGｓ・社会課題に関する意識調査」（2021年８月）

「SDGｓの達成」や「社会的課題」の
解決に向けて取り組んでいる企業の商品・

サービスを使用・購入したいと思う者の割合

⇒ 56.9% 「そう思う（17.5%）」
「ややそう思う（39.4%）」の合計

（回答者数：1,111人）

（左で「そう思う」「ややそう思う」と回答した者のうち、）

機能や内容が同じであれば、価格が高くても
社会をより良くすることに繋がる

商品・サービスを選択する者の割合

⇒ 10代、20代、60代以上は20％超

（回答者数：632人）

消費者の意識



てまえどり

41

「おいしいめやす」

食品ロス削減に向けた取組



食品ロス削減に向けた食品表示基準違反の簡便な表示修正方法の導入

42

〇ポップシール

〇ネックリンガー



国の災害用備蓄食品の有効活用について

国の災害用備蓄食品について、食品ロス削減及び生活困窮者支援等の観点から有効に活用する
ため、各府省庁において申合せ。

○入替えにより、供用の必要がないもの

として、不用決定を行った災害用備蓄

食品については、必要な場合を除き、

原則フードバンク団体等へ提供

○賞味期限までの期間が概ね２か月以

内の食品については、売り払うことが

できないものとして、提供の対象とする。

○災害用備蓄食品の提供に関する情報

について、農林水産省においてポータ

ルサイトを設け、各府省庁の情報を取

りまとめて公表。

中央府省庁申合せ内容 国の災害用備蓄食品の提供ポータルサイト

令和３年４月21日
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生産・流通

購入・使用 廃棄・循環

消費者庁、経済産業省、環境省の３省庁が連携し、生産・流通から廃棄・循環までの各段階
に応じて、事業者及び消費者の双方に向けた取組を計画的に進めるとともに、制度面を含め
た課題の整理・検討を行っていく。

事業者の取組の推進（環境配慮設計の推進・透明性の向上等）、消費者の行動変容等の実現

消費者庁

環境省
経済
産業省事

業
者

消
費
者

サステナブルファッションの推進体制

ファッションロスの削減

サステナブルファッションの推進に向けた
関係省庁連携会議決定（令和３年８月20日）
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サステナブルファッション特設ページ

URL：https://www.ethical.caa.go.jp/sustainable/index.html 45



３．その他の課題
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公益通報者保護法の概要

○ 労働者が
○ 不正の目的でなく
○ 勤務先における（※１）
○ 刑事罰の対象となる不正を（※２）
○ 通報すること

１ 公益通報

○ 解雇は無効
○ 降格・減給その他の不利益な取扱い（※３）は禁止

○ 公益通報をしたことを理由として解雇や降格・減給
をされた者は、裁判で争うことができる

２ 保護の内容

３ 通報先と保護の条件

※１ 勤務先自体・勤務先の役員・従業員等についての

※２ 国民の生命・身体・財産等の保護に関する法令（約４７０本）に規定する
①直接に刑事罰が科せられる行為
②最終的に刑事罰が科せられることにつながる行為

労働者

②行政機関
③報道機関等

①企業

自浄
作用

内
部
通
報

外部通報

上司に報告する
ことも内部通報
となる

※３ 配置転換や嫌がらせなども禁止される

是正

【保護の条件】 通報先により異なる

① 企業（内部通報）

不正があると思料すること

② 行政機関

不正があると信じるに足りる相当の理由があること

（例：目撃した場合、証拠がある場合など）

③ 報道機関等

不正があると信じるに足りる相当の理由があること

＋
以下のような事由があること
（例：内部通報では解雇されそうな事由、生命・身体

への危害が発生する事由など）

（通報対象事実の発生・被害の拡大を防止するために必要であると認められる者）
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内部通報・外部通報の実効化

○ 事業者に対し、内部通報に適切に対応するために必
要な体制の整備等（窓口設定、調査、是正措置等）を
義務付け。具体的内容は指針（＊）を策定【第11条】

※中小事業者（従業員数300人以下）は努力義務

○ その実効性確保のために行政措置（助言・指導、勧告
及び勧告に従わない場合の公表）を導入【第15条・第16条】

○ 内部調査等に従事する者に対し、通報者を特定させる
情報の守秘を義務付け（同義務違反に対する刑事罰
を導入）【第12条・第21条】

① 事業者自ら不正を是正しやすくするとともに、
安心して通報を行いやすく

③ 通報者がより保護されやすく

公益通報者保護法の一部を改正する法律(令和２年法律第51号)

近年も社会問題化する事業者の不祥事が後を絶たず → 早期是正により被害の防止を図ることが必要

（現 行）
信じるに足りる相当の理由
がある場合の通報

（改 正）
氏名等を記載した書面を提出
する場合の通報を追加

○ 権限を有する行政機関への通報の条件【第３条第２号】

○ 権限を有する行政機関における公益通報に適切に
対応するために必要な体制の整備等【第13条第２項】

（現 行）

生命・身体に対する危害

（改 正）
財産に対する損害（回復困難
又は重大なもの）を追加

通報者を特定させる情報が
漏れる可能性が高い場合を
追加

（なし）

○ 報道機関等への通報の条件【第３条第３号】

（現 行）

刑事罰の
対象

（改 正）

行政罰の対象
を追加

○ 保護される通報【第２条第３項】

（現 行）

（なし）

（改 正）
通報に伴う損害
賠償責任の免除
を追加

○ 保護の内容【第７条】

② 行政機関等への通報を行いやすく

＊ 指針は、令和３年８月20日に公表（告示）。 法は、令和４年６月に施行予定。

（改 正）

退職者（退職後１年以内）や、
役員（原則として調査是正の取組を前置）を追加

○ 保護される人【第２条第１項等】

（現 行）

労働者
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１．従事者として定めなければならない者の範囲
２．従事者を定める方法

公益通報者保護法に基づく指針の概要

○ 公益通報者保護法第11条第１項及び第２項の規定に基づき事業者がとるべき措置に関して、その適切かつ
有効な実施を図るために必要な指針

１．内部公益通報について部門横断的に対応する体制の整備に関する措置
（１）内部公益通報受付窓口の設置等
（２）組織の長その他幹部からの独立性の確保に関する措置
（３）公益通報対応業務の実施に関する措置
（４）公益通報対応業務における利益相反の排除に関する措置

２．公益通報者を保護する体制の整備に関する措置
（１）不利益な取扱いの防止に関する措置
（２）範囲外共有等の防止に関する措置

３．内部公益通報対応体制を実効的に機能させるための措置
（１）労働者等及び役員並びに退職者に対する教育・周知に関する措置
（２）是正措置等の通知に関する措置
（３）記録の保管、見直し・改善、運用実績の労働者等及び役員への開示に関する措置
（４）内部規程の策定及び運用に関する措置

第４ 内部公益通報対応体制の整備その他の必要な措置（法第11条第２項関係）

第３ 公益通報対応業務従事者の定め（法第11条第１項関係）

第２ 用語の説明

第１ はじめに
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他法律における体制整備義務、行政措置等について

法律名
公益通報者保護法

（令和２年法改正後）

体制整備義

務の概要
事業者に対する公益通報
対応体制整備義務

指針の

ポイント

１ 周知・教育
２ 通報・相談窓口の設
置
３ 通報事案の調査
４ 通報事案の是正措置
５ 併せて講ずべき措置
・通報対応業務に従事す
る者（従事者）の指定
・通報窓口の事業者幹部
からの独立性
・不利益取扱いの禁止
等

義務の対象
事業者（国、地方公共団
体を含む）

不利益取扱

いの禁止

・通報を理由とする解雇
及び労働派遣契約解除
の無効
・通報を理由とする不利
益取扱いの禁止

刑事罰
従事者による守秘義務違
反：30万円以下の罰金

行政措置

（※２）

・報告徴求、助言、指導、
勧告及び公表
・報告徴求に対する報告
懈怠・虚偽報告：20万円
以下の過料

男女雇用機会均等法 労働施策総合推進法 育児・介護休業法

事業主に対するセクハラ
相談体制整備義務

事業主に対するマタハラ
相談体制整備義務

事業主に対するパワハラ
相談体制整備義務

事業主に対する育児休業
等ハラスメント相談体制
整備義務

１ 周知・啓発
２ 相談窓口の設定
３ 相談に基づく調査等
４ 併せて講ずべき措置
・プライバシー保護等（※
１）
・相談を理由とする不利
益取扱いの禁止等

１ 周知・啓発
２ 相談窓口の設定
３ 相談に基づく調査等
４ マタハラの要因解消
措置
５ 併せて講ずべき措置
・プライバシー保護等（※
１）
・相談を理由とする不利
益取扱いの禁止等

１ 周知・啓発
２ 相談窓口の設定
３ 相談に基づく調査等
４ 併せて講ずべき措置
・プライバシー保護等
（※１）
・相談を理由とする不利
益取扱いの禁止等

１ 周知・啓発
２ 相談窓口の設定
３ 相談に基づく調査等
４ 育児休業等ハラスメン
トの要因解消措置
５ 併せて講ずべき措置
（プライバシー保護等（※
１）
・相談を理由とする不利
益取扱いの禁止等

事業主（地方公共団体を

含む）

事業主（地方公共団体を

含む）

事業主（地方公共団体を

含む）

事業主（地方公共団体は

含まない）

セクハラ相談を理由とす
る不利益取扱いの禁止

・妊娠・出産等を理由とす
る不利益取扱いの禁止
・マタハラ相談を理由とす
る不利益取扱いの禁止

パワハラ相談を理由とす
る不利益取扱いの禁止

育児休業等ハラスメント
相談を理由とする不利益
取扱いの禁止

― ― ― ―

・助言、指導、勧告及び公表
・助言、指導及び勧告の一部は都道府県労働局長に
権限委任

・助言、指導、勧告及び
公表
・助言、指導及び勧告の
一部は都道府県労働局
長に権限委任

・助言、指導、勧告及び公

表

・助言、指導及び勧告の

一部は都道府県労働局長

に権限委任

（ 参 考 ）
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○ 2022年４月１日より、民法上の成年年齢が20歳から18歳に引き下げられることとされている。
〇 こうした中で、若者等を狙った悪質商法の被害防止が必要。

令和元年６月 改正消費者契約法施行（悪質商法による契約の取消し・無効）

高校を中心に消費者教育の強化

20歳18歳

民法の
未成年者
取消権

（消費者の年齢）

事業者の行為の不当性の
有無に関わらず取消しの
対象となる

成年年齢の引下げ

引下げで
取消権が
無くなる

51

成年年齢の引き下げ



20歳代の若者の「美容」「もうけ話」をめぐるトラブルの状況

※PIO-NETに登録された、2021年３月31日までに受け付けられた消費生活相談件数
※円グラフは原則小数点以下を四捨五入しているため合計しても100％にならない場合がある 52



若者へ向けた情報発信

LINE公式アカウント
「消費者庁 若者ナビ！」
（令和３年８月４日開設）

53



令和４年度概算要求について
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一般会計 復興特会
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○概算要求額

※括弧内は、デジタル庁一括計上分（9.5億円）を含む額。一般会計のほか、復興特会で2.8億円を計上

会計区分 令和３年度
予算額

令和４年度
概算要求額 増減額 増減率

一般会計 118.7億円 134.7億円
(144.2億円)

＋16.0億円
(＋25.5億円)

＋13.5%
(＋21.5%)

（概算要求の主な内訳）
※デジタル庁一括計上分を含む。括弧内は令和３年度当初予算額
職員人件費等： 52.4億円（51.4億円）
消費者庁の政策経費： 58.7億円（37.0億円）

うち地方向け交付金： 28.5億円（18.5億円)
国民生活センター運営費交付金： 33.1億円（30.3億円）
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消費者政策の基本的方向

従来

〇法執行等による消費者被害の防止が中心

〇法執行等による消費者被害の防止に加えて、
消費者の自立と事業者の自主的取組を加速化

〇持続可能な消費社会の実現に向け、
消費者と事業者との協働を促進

今後

消費者 事業者

行政
（国、地方公共団体等）

取引等の関係

保護
＋

自立の支援

消費者 事業者

行政
（国、地方公共団体等）

取引等の関係
＋
協働

規制
＋

自主的取組の
支援

保護 規制
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自主ルール

行政規制民事ルール

消費者政策の基本的方向
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